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１．研究計画の概要 
本研究の目的は、１）フィリップス曲線の形
状に影響を及ぼす要因を実証的に特定し、
２）労働市場のミクロ的構造とフィリップス
曲線の形状の関係を説明する理論モデルの
構築することである。１）については、労働
組合の交渉力・失業保険給付制度の寛容さ・
解雇の困難さ・転職の容易さなど、労働市場
の特性に注意しながら各国のフィリップス
曲線を比較対照し、その形状に強い影響を及
ぼす労働市場の構造要因を実証的に特定す
る。２）については、１）の実証研究の分析
結果を踏まえて、各国の失業率とインフレ率
の関係を包括的に分析できる（＝各国のフィ
リップス曲線を特殊ケースとして表現でき
る）ような失業の動学モデルを構築する。さ
らに、このモデルを使って（必要に応じてシ
ミュレーションも行って）、金融政策を使っ
て失業率を低下させることは可能か、また可
能な場合、そうすることは資源配分の観点か
ら望ましいかどうかを検討する。 
 
２．研究の進捗状況 
1990 年代以降の失業率の動向を実証的に分
析し、この期間に観察された失業率の高まり
や非正規雇用者数の増加が主に若年世代の
失業者数・非正規雇用者数の増加によって説
明されることを確認した。併せて、若年失業
者の正規雇用がなぜ困難なのかを、シャピロ
とスティグリッツによって構築された二重
労働市場モデル（効率賃金モデル）を拡張す
ることで次のような理論的説明を与えた。こ
のモデルでは､内部労働市場（正規雇用）の
職を失った労働者が再度この市場で職を得
るためには、労働者が自らの雇用可能性（エ

ンプロイアビリティ）を維持する努力が必要
と想定される。労働者がこうした努力をする
か否かは企業の採用方針に依存して決まる。
例えば、企業が正規雇用の欠員を専ら新卒者
で埋めようとする社会では、失職者や非正規
労働者には正規雇用による再就職の可能性
がないため、彼らは自らの雇用可能性を維持
する努力を止めてしまう。他方、企業が新卒
者と既卒者を同じように採用する社会では、
失職者や非正規労働者にも正規雇用による
再雇用の可能性があるため、彼らは雇用可能
性を維持しようとする。数値解析を用いて二
つの社会の経済厚生を評価したところ、多く
の場合、後者が前者を凌駕することが明らか
になった。ただ、企業が新卒一括採用に固執
する社会は常に実現可能である一方で、採用
の際に労働者が新卒・既卒で差別されない社
会は経済全体の労働需要が十分大きくない
限り実現しないことも分かった。この結果は、
経済が順調に成長しない限り、所謂「再チャ
レンジ可能な社会」の実現が難しいことを意
味している。 
 
３．現在までの達成度 
③やや遅れている 
労働市場のミクロ的構造自体は理論・実証両
面から相当程度明らかにされたが、これとイ
ンフレ率との関連の解明がまだ十分ではな
い。特に、フィリップス曲線に要約されるイ
ンフレ率と失業率の間の負の相関関係に対
して標準的なミクロ経済学の立場から理論
的説明を与えることに苦労している。これま
での予備的考察から、フィリップス曲線のよ
うな関係が実現するためには、何らかの意味
で人々が貨幣錯覚（名目価値の変化を実質価
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値の変化と錯覚すること）に陥っていなけれ
ばならないが、貨幣錯覚は合理的な経済主体
という標準的な想定から導くことが難しい
からである。この問題をどう克服するかが現
在の課題である。 
 
４．今後の研究の推進方策 
新ケインズ的なフィリップス曲線の理論や
サーチ理論を援用して労働市場とインフレ
率の関連を説明する理論を構築する。前者は
フィリップス曲線を導出するためにアドホ
ックな仮定を採用している、後者は現時点ま
でインフレについては強い含意を生み出し
ていないなど、それぞれ問題はあるが、両者
をうまく組み合わせることにより、ある程度
は労働市場とインフレ率の関連を説明でき
ると考えている。また、実証面でもフィリッ
プス曲線に要約されるインフレ率と失業率
の関係を解明していく。 
 
５. 代表的な研究成果 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線） 
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